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備蓄燃料により、
72時間以上の
連続運転が可能

非常用発電設備
建物基礎免震構造（震度7
規模の地震に耐える構造）

免震構造

環境に配慮した
窒素ガス消火設備

消火設備
異なる変電所からの2系統
受電や配電系統を全て
二重化することにより
無停電保守を実現

電源設備
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2020年３月期の業績は、公共分野で基幹系および
情報系システムの更改、共同利用型システムの運用
保守、各種法制度改正の対応、また産業分野でリース
業務パッケージおよび販売管理システムなどの各種
パッケージシステムの構築・導入ならびに病院総合
情報システムの更改などを行い、
売上を確保しました。
利益につきましては、新総合

行政情報システムのソフトウェア
償却費や保守等による売上原価
の増加があったものの、法制度
改正対応が順調に伸展したこと
で増益となりました。
新型コロナウイルス感染症

による影響が不透明な状況ではありますが、来期につ
きましては、当社が保有する業務知識を活かし、顧客の
業務効率化およびコスト削減の提案活動により売上を
確保します。また利益率向上に向け、売上原価の低減
を図るとともに、保守工数の削減を図ります。以上に
より、2021年3月期は売上高157億20百万円（前期
比5.7％増）、営業利益3億43百万円（前期比14.0％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益2億57百万円
（前期比1.7％減）を見込んでおります。

各種パッケージシステムの導入、システム
更改および法制度改正対応の順調な伸展に
より増収増益

当社は、株主様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つ
と位置付けた上で、経営体質の強化と積極的な事業展開に必要
な内部留保の確保および毎期の業績に基づき配当政策を実施し
ております。2021年3月期は、1株当たり中間配当を17円、
期末配当を18円と、合わせて年間35円を予定しております。

配当金の推移

ネットワークを通じてサービスを利用
するクラウドコンピューティングが主流と
なっている現代では、ユーザ（個人、企業
など）自身がICT設備を保有する形態から、
データセンターに情報システムが設置され
る形態にシフトしています。当社データセ
ンターサービスも、好調に推移してきまし
た。なくてはならない社会インフラのひと
つとして、データセンターを万全に維持し、
サービス拡充に努めます。

今後の成長分野

配当について

株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

ここに株主通信をお届けするにあたり、

株主の皆様にご挨拶および 2020 年 3月期のご報告をさせていただきます。

代表取締役社長　轟　一太

当期業績と来期の見込み

（百万円）

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期
（予想）

5,597 6,573

14,088 14,869

第2四半期 通期
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売上高の推移 営業利益と売上高営業利益率の推移

自社データセンター

免震構造

サーバ
2019年2010年 2015年

データセンターサービス売上推移

高まるデータセンター需要

（注）2019年3月期連結会計年度末より連結決算として
おり、2019年3月期第2四半期の数値は参考とし
て単体の数値を記載しております。
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● 10月1日より消費税率が10％に引
き上げられました。あわせて、増税
によって低所得者層の方の負担が大
きくなることを防ぐために、特定の
品目に対しては軽減税率（8％）が適用
されました。

4 月 5月

2019年度
6 月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

各種システムの消費税率の
変更と軽減税率への対応を
行いました

消費税率等の引き上げ・
消費税の軽減税率制度の実施

2019 年10月

● 5 月1日に令和元年がスタートしま
した。当社は先行して2018年よりお
客様と共にシステム対応の準備を
進め、大きな問題なく、システム上で
も新しい「令和」を迎えることができ
ました。

元号改正
2019 年 5月

● 風しんは、成人がかかると症状が重くなることがあります。また、妊娠
初期の妊婦が感染してしまうと、生まれてくる赤ちゃんの目や耳、心臓に
障害が起きることがあります。過去に公的に予防接種が行われていない
昭和37年度～昭和53年度生まれの男性向けに、市区町村から風しん抗体
検査と予防接種を受けるためのクーポンが配布されました。

風しんの追加的対策2019 年度

対象者の抽出と
クーポン発行などの
システム対応を行いました
総合行政情報システム Reams：
健康管理システム

● マイクロソフトが提供するOS※ 
Windows7のサポートが終了しまし
た。サポート期間終了後は更新プロ
グラムが提供されなくなり、ウイル
スの感染や、個人情報の漏えいなど
のセキュリティリスクが高まるため
新しいバージョンへと切り替えること
が必要となります。
※ OS（オペレーションシステム）：ソフトウェア
の種類の一つ。機器の基本的な管理や制御のため
の機能や、多くのソフトウェアが共通して利用す
る基本的な機能などを実装し、システム全体を管
理する。

お客様のシステム機器の
切り替え作業を実施しました

Windows７サポート終了
2020 年 1月

わたしたち電算は、情報通信サービス事業を通じて、皆様に寄り添い、　　持続的な社会発展と安心・安全な暮らしの実現に向けて引き続き努めてまいります。

● 消費税率の引き上げに伴い、所得
の少ない方、乳幼児のいる子育て世帯
に対して、税率引き上げ直後負担の
増加の緩和、消費を下支えすることを
目的として、全国の市区町村がプレミ
アム付商品券を発行・販売しました。

市区町村様向けに、対象者の
抽出、申請書や引換券を
発行・管理するシステムを
提供しました

プレミアム付商品券
2019 年10月

総合行政情報システム Reams：
プレミアム付商品券システム

● ひとり親家庭の児童扶養手当の支払
回数が、年3回（4か月分ずつ）から年6
回（2か月分ずつ）に変更になりました。

支払回数変更に対応するため
システムを改修しました

児童扶養手当支払回数の変更
2019 年 11月

総合行政情報システム Reams：
児童扶養手当システム

● 幼稚園、保育所、認定こども園など
を利用する3 歳から5歳児クラスの
子どもたち、 住民税非課税世帯の0歳
から2歳児クラスまでの子どもたちの
利用料が無料になりました。

利用料の算定や、無償化の
対象外となった給食費について
システムを改修しました

幼児教育・保育の無償化
2019 年10月

総合行政情報システム Reams：
子ども子育て支援システム

2020

皆様が電算のシステムに直接触れることは少ないかもしれません。
しかし、皆様の暮らしの身近な話題に、電算のシステムが関わっています。当期（2019年度）、話題になった

出来事と当社のシステム対応をいくつかご紹介します。
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※ChatLuckおよびdesknet's NEOは、株式会社ネオジャパンの登録商標です。

新型コロナウイルス
感染症への対策

2019年12月、長野市で個人投資家様向けの会社説明
会を実施しました。74名の皆様にご出席いただき、轟社長
より当社の概要と現在の取り組みについて説明しました。
個人投資家の皆様に電算への理解を深めていただくと
ともに、皆様からの貴重なご意見を拝聴することができま
した。これからも適時かつ公平な情報の開示と積極的な
コミュニケーションを通じて、投資家・株主の皆様との信頼
関係の構築に励みます。

当社は新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、感染拡大リスクを低減するための対応方針を策定しまし
た。関係省庁の発表などを注視しながら、対応策を随時更新・実行しています。

今後もお客様、関係者様ならびに社員の健康や安全の確保、あわせてお客様への安定したサービスの継続的な
提供のため、感染拡大リスクの低減に努めます。

1  除菌・消毒の徹底
2  既存のテレワーク制度を最大限活用した在宅リモートワークの推進
3  対面からWeb会議への切り替え（ビデオ会議、採用活動におけるWeb会社説明会・面談、等）　など

個人投資家様向け
会社説明会開催報告1

2提供製品・サービス

所属オフィス

交通機関の車内といった
移動中や顧客先なども就業
場所に含める働き方

モバイルワーク

所属するオフィス以外の
事業所や遠隔勤務用の施設
を就業場所とする働き方

サテライトオフィス勤務

所属するオフィスに
出勤せず自宅を就業
場所とする働き方

在宅勤務

コミュニケーションツール 提供製品・サービス

1.ビジネスチャット
簡単な声掛けやリアルタイムに単文的な会話のやり取りをする場合は、
即時性のあるチャットツールを利用すると便利です。

ビジネスチャットシステム
ChatLuck

2.グループウェア・ワークフロー
Eメールや電子掲示板、スケジュールやワークフロー管理など、
組織内の情報共有のために必要な機能が1つに統合されたシステムです。

グループウェア
desknet's NEO
ワークフローシステム
Dugong

3.会議システム
複数の従業員や関係者が、インターネットを通じて会議することができるシステムです。

ビデオ会議サービス
D-POWWOW

4.ファイル共有
資料の電子データや業務で利用する音声、写真、映像情報などを共有するツールです。
保管場所にとらわれない共同作業が容易にできるようになります。

ファイル共有サービス
File Commons

テレワークの形態

テレワーク※とは、情報通信技術（ICT = Information 
and Communication Technology）を活用し、時間や
場所にとらわれない働き方を実現するものです。イン
ターネットなどを利用することで、本来勤務する場所か
ら離れ、自宅などで仕事ができます。働き方改革の手段
として注目されてきました。昨今の新型コロナウイルス
の感染拡大を受け、人と人との接触削減を目的とした
在宅勤務の推進や事業継続の観点からも、重要度が増し
ています。
※テレワーク：「テレ（tele） = 離れた所」と「ワーク（work） = 働く」を合わせた造語

テレワークとは

テレワーク導入支援 テレワークには大きく分けて3つの形態があります
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2019.3.31 2020.3.31 2020.3.312019.3.31

19,400 18,693 18,69319,400

流動資産 固定資産 負債 純資産

7,901
（40.7%）

7,528
（40.3%） 11,160

（59.7%）
11,965
（61.7%）

7,533
（40.3%）

7,435
（38.3%）

11,499
（59.3%）

11,165
（59.7%）

資産の部 負債・純資産の部
（百万円） （百万円）

現金及び
現金同等物の
期首残高
369

営業活動による
キャッシュ・フロー

1,371

投資活動による
キャッシュ・フロー

△514 財務活動による
キャッシュ・フロー

△778
現金及び
現金同等物の
期末残高
448

2019.4.1 2020.3.31
（注）現金及び現金同等物に係る換算差額については記載を省略しております。
　　それにより生じるグラフの誤差については調整しております。

公共分野での基幹系および情報系システムの更
改、共同利用型システムの運用保守、各種法制度改
正対応、産業分野でのリース業務パッケージおよび
販売管理システム等の各種パッケージシステムの構
築・導入ならびに病院総合情報システムの更改等で
売上を確保し、前期と比べ 5.5％増加し、148 億
69百万円となりました。

総資産は前期末と比較して7億7百万円減少し、186億
93百万円となりました。これは主に無形固定資産が3億
77百万円、受取手形及び売掛金が2億27百万円および
商品が1億49百万円減少したことなどによるものです。

営業活動の結果増加した資金は13億71百万円で、主な要
因は仕入債務の減少3億 51百万円により資金使用したもの
の、減価償却費8億44百万円、税金等調整前当期純利益3億
5百万円の計上、立替金の減少2億70百万円および売上債権
の減少2億27百万円により資金獲得したことによるものです。

負債は前期末と比較して8億5百万円減少し、111億
60百万円となりました。これは主に、未払法人税等が 1
億1百万円増加したものの、長期借入金（固定負債）が3億
51百万円、買掛金が3億51百万円および１年内返済予定
の長期借入金が1億98百万円減少したことになどよるも
のです。
純資産は前期末と比較して98百万円増加し、75億33

百万円となりました。これは主に、期末配当および中間配
当により1億94百万円減少したものの、親会社株主に帰
属する当期純利益2億61百万円を計上したことに加え、
自己株式の処分により30百万円増加したことなどによる
ものです。

投資活動の結果減少した資金は5億14百万円で、主な要因
は有形固定資産の取得によるものです。

財務活動の結果減少した資金は7億78百万円で、主な要因
は長期借入金の返済および配当金の支払によるものです。

ソフトウェア償却費や保守等による売上原価の増
加があったものの、法制度改正対応の受注・売上が
順調に伸展したことにより 3億円の営業利益とな
りました。（前期は 3億 80百万円の営業損失）

1 売上高

3 資産 5 営業活動によるキャッシュ・フロー

2 営業利益

6 投資活動によるキャッシュ・フロー

7 財務活動によるキャッシュ・フロー

4 負債・純資産

収益について 貸借対照表の概要 キャッシュ・フロー計算書の概要

1

2

（百万円）

14,088

0

6,000

12,000

18,000

2019年3月期 2020年3月期

5,597

14,869

6,573

第2四半期 通期 （百万円）

△380

-400

0

400

800

2019年3月期 2020年3月期

△424

300

△237

第2四半期 通期

3 4 6

7
5

売上高 営業利益

前期
自 2018年4月  1日
至 2019年3月31日

当期
自 2019年4月  1日
至 2020年3月31日

売上高 （百万円） 14,088 14,869
営業利益又は
営業損失（△） （百万円） △ 380 300
経常利益又は
経常損失（△） （百万円） △ 385 313
親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

（百万円） △ 1,062 261

売上高営業利益率
（△は損失率） （％） △ 2.7 2.0
1株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） （円） △ 191.28 46.94

（注）2019年3月期連結会計年度末より連結決算としており、2019年3月期第2四半期の数値は参考として単体の数値を記載しております。
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2019年
11 12

2020年
321105 6 9874

株価（円）

0

100

200

300
出来高（千株）

1,000

2,000

3,000

0

（2020年3月31日現在）

政府・地方公共団体 11,200株（0.19％）

自己株式 264,681株（4.53％）

その他国内法人 3,289,918株（56.36％）
外国法人等 14,295株（0.24％）金融機関 532,100株（9.12％）

金融商品取引業者 42,197株（0.72％）個人・その他
1,682,809株（28.83％）

商　　号 株式会社 電算
設　　立 1966 年 3月 29日
資 本 金 13 億 95百万円

事業内容 情報処理・通信サービス、ソフトウェア開発・システム
提供サービス、システム機器販売等、その他関連サービス

認証取得

ISO9001 認証取得（本社）
ISO/IEC27001 認証取得（本社、データセンター）
ISO/IEC20000 認証取得（データセンターサービス部）
ISO14001 認証取得（本社、データセンター）
プライバシーマーク付与認定

許 認 可

総務省　　　電気通信事業法に基づく電気通信事業者
厚生労働省　労働者派遣事業
　　　　　　基準適合一般事業主認定（くるみんマーク）
長野県　　　電気通信工事業
　　　　　　高度管理医療機器等販売業・貸与業

従業員数 742 名（連結）

長 野 本 社 北関東サポートサービスセンター
東 京 支 社 佐渡サポートサービスセンター
新 潟 支 社 上越サポートサービスセンター
佐 久 支 社
松 本 支 社
飯 田 支 社
山 梨 支 社

株主名 所有株式数
（株）

発行済株式（自己株式
を除く）の総数に対する
所有株式数の割合（％）

信越放送株式会社 2,118,800 38.02
トーテックアメニティ株式会社 605,500 10.87
信濃毎日新聞株式会社 289,200 5.19
電算従業員持株会 234,600 4.21
株式会社八十二銀行 120,000 2.15
株式会社長野銀行 101,600 1.82
株式会社エステート長野 92,000 1.65
東芝デジタルソリューションズ株式会社 72,000 1.29
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 61,700 1.11
長野県信用組合 60,000 1.08

事業所

発行可能株式総数 20,000,000株 株主数 9,081 名
発行済株式の総数 5,837,200株

役　員

株式の状況会社概要

所有者別株式分布状況

株価チャート

大株主

代表取締役社長 轟 　 一 太 社 外 取 締 役 小 林 秀 明
代表取締役専務 丸 山 沢 水 社 外 取 締 役 小根山 克 雄
取 締 役 河 井 聡 司 社 外 取 締 役 宇都宮 進 一
取 締 役 長 門 博 文 常 勤 監 査 役 橋 本 宣 彦
取 締 役 村 松 文 男 社 外 監 査 役 小 出 貞 之
取 締 役 吉 川 満 則 社 外 監 査 役 宮 坂 直 慶
取 締 役 依 田 頼 和 社 外 監 査 役 石 田 和 彦

売上高 営業損失

4,589

△2

売上高 営業利益

10,280

299

主に地方公共団体および関係する諸団体向け
にシステム提供サービス、機器システム・用品販売、
情報処理サービス等の各種サービスを提供しています。
2020年３月期の主な案件は、以下のとおりです。

●地方公共団体向けの基幹系システム、情報系システム
のリプレイス

●既存顧客のシステム保守
●各種法制度改正の対応（幼児教育の無償化・プレミアム
付商品券・介護保険・児童扶養手当等）※3～4ページ参照

●住民税・国民健康保険・固定資産税・介護保険等の受託
処理

●セキュリティ研修およびセキュリティインシデント対応
訓練研修

主に民間企業、医療・福祉機関向けにソフト
ウェア開発、データセンターサービスなどの各種サー
ビスを提供しています。また一般個人向けにインター
ネットサービスも提供しています。2020年３月期の
主な案件は、以下のとおりです。

●民間企業向けのリース業務パッケージの開発・導入
●流通業向けの販売管理システム・製造業向けの生産管理
システムの開発

●電子カルテ・医事会計・介護支援等の医療系・福祉系
システムの受注・更改

●コンテンツ管理システムの更改
●AIを搭載したナレッジマネジメントシステム「SmartKMS」
の提供

注）営業利益（損失）に、報告セグメントに帰属しない全社費用等は含みません。

公共分野 産業分野

14,869
2020年3月期

10,280百万円
4,589
30.9%

69.1%

百
万
円

百
万
円

（百万円） （百万円）

(2020 年６月 26日現在）
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株式会社 電算
〒380-0904 長野県長野市鶴賀七瀬中町276-6
TEL.026-224-6666　FAX.026-219-2600

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基準日 期末配当　毎年3月31日
中間配当　毎年9月30日
その他必要がある時は、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部 

郵便物送付先 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-782-031（フリーダイヤル）

単元株式数 100 株

公告方法 電子公告により当社のホームページ（https://
www.ndensan.co.jp/koukoku/index.html）に
掲載いたします。ただし、事故その他やむを得な
い事由により電子公告をすることができないとき
は、日本経済新聞に掲載いたします。

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出およびご照会
は、口座のある証券会社にお申し出ください。また、証券会社に口座を開設さ
れていない株主様は、下記の特別口座の口座管理機関にお申し出ください。

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかった
株主様には、三菱UFJ 信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設
しております。上記株主名簿管理人とは、お問い合わせ先が異なりますのでご
留意ください。

特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ 信託銀行株式会社

郵便物送付先
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL：0120-232-711（フリーダイヤル）

当社では、株主の皆様への情報開示の充実に努め、
当社の経営をより一層ご理解いただける IR 活動を
行っていきたいと考えています。つきましては、ご
多忙のところ誠に恐縮ではございますが、下記アン
ケートサイトにアクセスしていただき、アンケート
にご協力いただきますようお願い申し上げます。
なお、ご回答いただきました内容は統計資料として
のみ使用させていただき、事前の承諾なしにこれ以
外の目的には使用いたしません。

このアンケートは、諸費用（郵便料金など）の削減と集計作業の迅速化を目的として、
株式会社アイ・アール ジャパン（IR 支援会社）が運営するWebアンケートシステム
「株主ひろば」を利用して実施しています。

ご回答の操作方法等のお問い合わせ先
株式会社アイ・アール ジャパン
株主ひろば事務局　E-mail：kabuhiro@irjapan.co.jp

ご回答方法
アンケートサイト（https://kabuhiro.jp/）画面中央の入力ボックス
に、アンケートナンバーを入力して回答画面にお進みください。

アンケートサイト（画面）への接続方法
Yahoo! や Google などから
アンケートサイトを呼び出してください。 株主ひろば

●●●●

URL https://kabuhiro.jp/

株主メモ
株主アンケート

アンケート
実施期間

2020年
7月31日（金）

まで

アンケートナンバー

●●●●




